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  In order to develop a new method to evaluate quantitatively activities of voluntary organizations for disaster 
prevention, we conduct two kinds of survey. Based on obtained data by the first survey which was conducted on 
leaders of highly active voluntary organizations in Tokyo metropolitan, we estimated importance weight of each 
content of voluntary disaster prevention activities. Combining the weights and obtained data by the second survey on 
leaders of voluntary organizations in Hitachinaka city, we calculated evaluation scores which indicated degrees of 
activities of the each organization. Then, we categorized the organizations into ten groups by cluster analysis method 
and examined their weak points which required some improvement.  
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１．研究の背景と目的 
 

自主防災活動の現状

阪神淡路大震災以降，｢自助｣，｢共助｣の重要性の認

識が高まり，全国各地で自主防災活動の活性化が図られ

てきた．地域活動の一環として自主防災組織が結成され

る場合が多く，地域において共助の中核をなす組織と言

える．さらに，2011年の東日本大震災時にも被災地域

において自主防災組織の活躍が数多く報告されており1)，

今後の災害への備えとしても有効なものであると言える．

しかし，実際の自主防災活動における現状として，高齢

化，若年層の参加率の低さ，役員の変化や負担の重さや

活動内容のマンネリ化など様々な課題が指摘されている
2)．そうした点から，過去の実績から災害時に活躍が期

待されつつも，自主防災組織が実際には災害時にどの程

度の活動ができるのか未知数の部分も否めない．災害時

の的確・有効な活動を実現するためにも，それへの準備

として日頃からの活動が必要であり，平常時における自

主防災組織の活動度を適切に評価することが求められる． 
 

既往研究調査

松本3)の研究では，住民は自主防災組織を必要だと考

えており地域の防災活動に関わってみたいと考えつつも，

大規模災害が発生したときの有効性に関してはあまり期

待していないことなどを報告した．また，岡西ら4)は，

｢危機意識的地域力｣と｢コミュニティ地域力｣の2つの指

標を用いて，住民の救助活動の有用性を述べた． 

自主防災組織を対象としたアンケート調査では，黒田

ら5)は20％の組織が何もしていないという現状があり，

訓練実施率が高くても参加率の高さとは関係していない

ことを指摘したが，参加率などの実績に着目しており，

活動内容の工夫については述べられていない．また，市

古ら6)は，自主防災組織と他組織の連携実績とニーズの

関係性を示しているが，その連携の具体策には踏み込ん

でいない．2011年の東日本大震災を対象とした研究で

は，橋本ら7)が，地域防災が機能したか否かについて調

査を行い，地域コミュニティが活動の持続に重要である

と述べた． 
これらの研究では，主に，アンケート調査による形式

的な調査内容 回数や参加者数等 に基づくものであり，

自主防災活動の課題にまでは踏み込めていない．それを

踏まえ，齋藤ら8)はアンケート調査による定量的評価の

前段階として，課題の原因を検討するには，活動を行う

上で効果的な方法を把握し，評価要因を網羅的に抽出す

ることが必要との問題意識に立ち，東京都内で活動が優

良と評価される自主防災組織とその管轄消防署職員を対

象にインタビュー調査を実施した．同調査で得られた指

摘や意見についてKJ法による構造化を行い，自主防災

活動の問題点を把握するとともに，災害時に機能するた

めの活動の実質化と持続性の視点から定量的評価を行う

ための評価項目の抽出を図った．この研究では，これま

での既往研究とは異なり，自主防災組織の実情や専門的

視点からの意見を取り入れた調査を行っている．しかし，

定性的な要因抽出であり，定量的な評価や分析にまで至
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っていない．自主防災組織が活動していくための具体的

な提言を行うためには，客観的な根拠・指標に基づくべ

きであることは言うまでもない．本研究の意義は，個別

の自主防災組織の活動について，定量的な評価を可能に

し，客観的根拠を示しながら具体提言を行える点にある． 
 

目的

そこで本研究では，これまでの研究では実現できてい

なかった自主防災組織の活動度の定量的評価を実現する

ための新たな手法を開発することを目的とする． 
さらに，その評価手法を用いて実際の自主防災組織の

活動度評価を行い，それに基づき対象とした自主防災組

織の現状に則した改善策について検討を行う． 
本研究の構成は次の通りである．2.で本研究の方法や

調査の構成を説明した上で，まず3.では自主防災活動を

めぐる各種取り組み項目の重要度についてウェイト付け

を図る．4.では本研究での提案手法による評価対象の自

主防災組織への調査とその活動実態の概要を示し，5.で
は4.の結果に3.のウェイト付けを組み合わせて各自主防

災組織の活動度の定量的評価を試み，それに基づく考察

を行う．最後に6.で本稿の結論と今後の課題を述べる． 
 
 
２．研究方法
 

研究の構成

本研究は，齋藤ら8)が自主防災活動の実質化と持続性

を評価する上で特に考慮することが必要として抽出した

評価要因に基づき，実際の自主防災組織の活動度につい

て定量的に評価を試みるものである．その評価すべき要

因として，齋藤らは｢外部との関わり｣や｢地域性｣など7
項目を抽出した．しかし，評価対象の自主防災組織に対

し，ただ単にこれら要因に関する取り組み項目の実施や

該当の有無を尋ねても，その定性的な結果だけでは何が

どの程度重要なのか優劣が比較できず，定量的な評価に

はつながらない．当然ながら，自主防災組織をめぐり数

多くある取り組み項目の重要度は各項目間で違いがある

と考えられるためである．そこで，本研究では，自らの

提案手法によってその活動度の評価を行う対象としての

自主防災組織とは別途に，既にその活動度が高いと見込

まれる自主防災組織の代表者に，そうした活動を実践し

ている立場からのエキスパート･ジャッジとして各種取

り組み項目の重要度を評価してもらうこととした． 
つまり，本研究は，a)自主防災組織をめぐる取り組み

項目の相対的な重要度 ウェイト を算出するための優

良自主防災組織代表への調査と，b)本研究での提案手法

によってその活動度の評価を行うための自主防災組織を

対象とする調査，の2種類から構成される(1)．これによ

り，b)調査の対象の各自主防災組織の活動実態を把握す

るとともに，その各組織の活動度について，a)の調査結

果から同定したウェイトを用いて定量的評価の算定を試

み，b)調査の対象組織における課題と改善策について検

討する． 
 

調査対象の選定

自主防災組織の取組項目のウェイト付け調査

上述した｢既にその活動度が高いと見込まれる自主防

災組織｣について，具体的には，外部の有識者等によっ

てその活動が顕著または特徴的であると評価された実績

のある組織からピックアップすることとした．ここで，

東京都では，自主防災活動の取り組み状況を評価し，優

良な事例を広く紹介する趣旨で，｢東京防災隣組9)｣や

｢地域の防火防災功労賞10)｣等の制度が設けられている．

本研究では，東京都のこれらの制度で表彰されたり，紹

介されたりした実績のある自主防災組織は活動度が高い

ものと見なした．ただし，経年により活動度が低下して

しまっているケースを排し，地域での活動を検討したい

との意図，及び，調査実施上の必要性から，本調査では，

直近3年間に表彰または紹介された自治会や町内会を母

体とする団体のうち，連絡先が判明した自主防災組織を

調査対象とした． 
当該自主防災組織の活動度評価のための調査

本研究に当たっては，各自主防災組織の従前の活動度

が，東日本大震災時及びその後の活動にどのように影響

していたのか検討することを意図し，東日本大震災で一

定程度の被害は生じつつも，壊滅的な被害にまでは至ら

ず従前のコミュニティが維持された地域として，茨城県

内から対象地域を選定することとした．同県内では，小

学校区や中学校区を単位として自主防災組織が結成され

ている地域もあるが，それではなかなか身近な共助の受

け皿として意識するのは難しいと思われる．また，自主

防災組織の活動度の評価手法を試行するという本研究の

目的上，そもそも自主防災組織があまりない地域を対象

にしても意味がない．そこで，東日本大震災時に自主防

災組織が活動するような被害が生じ， 小･中学校区単

位ではなく 自治会単位で自主防災組織が結成されてお

り，その結成率が80%以上，との3条件を考慮し，調査

対象地域として茨城県ひたちなか市を選定した11)12)． 
 

調査項目の設定

自主防災活動の実質化と持続性を評価する上で特に考

慮することが必要として，齋藤ら8)が抽出したのは｢外

部との関わり｣，｢地域性｣，｢活動内容｣，｢参加者｣，

｢参加年齢｣，｢組織運営｣，｢災害危機意識｣の7項目であ

った．ここで，本研究ではa)調査，b)調査ともに自主防

災組織代表者に組織全体の状況に関して尋ねる形式をと

ったが，上記7項目のうち｢災害危機意識｣については多

分に個人の認識に属する条件と考えられるため，本研究

の検討からはこの要因を除外することとした．一方，

｢組織運営｣に関しては，自治会としての活動と自主防

災組織としての活動を区別して検討することとし，また，

自主防災組織に人を巻き込むために重要と考えられる

｢広報活動｣を独自に追加することとした．その結果，

齋藤ら8)とは若干表現が異なる部分もあるが，本研究で

は評価の対象とする要因として 
 組織体制の構築 
 自治会活動の内容 
 自主防災活動の内容 
 外部との連携 
 広報活動 
 特定層の参加に力を入れること 
 役員や地域性 
 活動全般の取り組み状況 

の計8項目を取り上げることとした．そして，この8種
類の要因ごとに4～9項目の具体的な取り組み内容や状

況 表2参照 に関して，a)調査では各取り組み内容･状況

の重要度のウェイト付けを行うことを，b)調査では対象

の各自主防災組織におけるそれらの活動実態を把握する

ことをそれぞれの目的として調査内容を設計した． 
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表１ 都内優良活動団体へのアンケート調査の概要 

調査対象 
東京都の制度で表彰されたり，紹介されたりした実績
のある自主防災組織のうち，自治会が母体となって活
動している団体 

調査方法 
 電子メールによる調査票送信･回答票の受信 
 自治会館などへの調査票の郵送配布･郵送回収 

実施期間 2015年 8月 7日～9月 30日 
配布数 30票 
回収数（率） 14票（46.7%） 
 
３．自主防災組織の各種取組項目の重要度に関す

るウェイト付け
 

ここでは，本研究での定量的評価の主対象の各自主防

災組織の活動状況を調査するのに先立ち，そもそも自主

防災組織における平常時の各取り組み内容や状況はそれ

ぞれどの程度重要なのか，そのウェイト付けを試みる．

このウェイトは，後段の自主防災組織の活動度の定量的

評価の算出の際に，実際の取り組み内容・状況のデータ

に乗算されるパラメータとなるものである． 
 

調査の概要

自主防災組織の活動度評価のための各取り組み内容･

状況のウェイト付けを行うことを目的として，

で前述した自主防災組織の代表者を対象としてアンケー

ト調査を実施した．調査の概要を表1に示す．前述のよ

うに調査対象を設定したことで配布数が30票，回収数

は14票にとどまったが，本調査は一般的な社会調査と

異なり，活動度の高い自主防災組織の代表者に各組織で

の実践の中で得た経験と知見に基づき回答を求めるエキ

スパートジャッジとして実施したものであるため，この

有効回答に基づき分析を進めることとした． 
このアンケートでは， で設定した8種類の評価

要因ごとに，4～9項目の具体的な取り組み内容･状況

表2参照 に関する設問を設け，各項目の重要度を0～
10点の11段階で評価してもらった．その際，回答者に

は｢各評価要因の中で最も重要と思われる項目を10点と

した場合に，それと相対的に比較して他の各項目はそれ

ぞれ何点程度になるのか｣を考えて評価値を回答するよ

う依頼した．複数の項目が10点となることも許容した． 
また，8種類の要因間についても同様の手順でそれぞ

れの重要度を0～10点の11段階で相対的に評価してもら

った．これにより 必ずしも本研究の主要な狙いではな

いが 後述の自主防災組織の活動度の評価においては全

8種類の要因を考慮した｢総合点｣も算出可能となる． 
 

各取り組み内容･状況項目のウェイト付けの算出

8種類の要因ごとにそこに属する各項目の重要度をウ

ェイト付けするに当たっては，まず，各項目の重要度を

0～10点の11段階で尋ねた設問への回答について，全回

答者による平均値を算出した．しかし，この平均値をそ

のまま各項目のウェイトとして用いるのは，要因ごとに

項目が異なることから，ある要因の中で個別の項目が占

める寄与度を把握しづらい．そこで，同一の要因に属す

る各項目間の回答平均値の比を維持しながら，その合計

が100点となるように点数換算を行った．つまり，要因

i に属する項目 j のウェイト wijは式 1 で表される． 
 

1  
 
 

表２ 自主防災活動の各種取組内容・状況項目のウェイト 

a) 組織体制の構築 回答平均値 ウェイト 
①自治会加入率が高いこと 7.83 19.54 
②役員数が多いこと 6.33 15.80 
③役員立候補者が多いこと 5.25 13.10 
④会議の実施頻度が高いこと 6.58 16.42 
⑤行政から助成金を受給していること 5.00 12.47 
⑥活動内容を毎年検討し直すこと 9.08 22.66 

 小計 40.08 100.00 

b) 自治会活動の内容 回答平均値 ウェイト 
①ごみ対策（集積所のルール作り，清掃活動） 7.67 15.26 
②資源回収 6.00 11.94 
③交通安全対策 7.42 14.76 
④地域のお祭り運営 8.00 15.92 
⑤福祉活動 7.00 13.93 
⑥防犯活動 7.83 15.59 
⑦レクリエーション活動 6.33 12.66 

 小計 50.25 100.00 

c) 自主防災活動の内容 回答平均値 ウェイト 
①初期消火訓練 8.67 14.52 
②避難訓練 9.18 15.38 
③高齢者の見回り活動 8.42 14.10 
④町内パトロール 7.33 12.29 
⑤消火栓点検 7.58 12.71 
⑥安全マップ作成 6.83 11.45 
⑦講習会・講演会 7.17 12.01 
⑧行政主催イベントの促進 4.50 7.54 

 小計 59.68 100.00 

d) 外部との連携 回答平均値 ウェイト 
①行政（市区町村） 8.25 15.51 
②消防署 8.75 16.45 
③他自治会 6.42 12.06 
④小中学校 7.75 14.57 
⑤子ども会 4.55 8.54 
⑥ 団体 3.82 7.18 
⑦民間企業 6.67 12.53 
⑧消防団 7.00 13.16 

 小計 53.20 100.00 

e) 広報活動 回答平均値 ウェイト 
①掲示板 8.92 14.30 
②回覧板 7.33 11.76 
③広報紙発行 6.83 10.96 
④町内放送 6.58 10.56 
⑤役員の訪問 7.00 11.23 
⑥口コミ 6.58 10.56 
⑦ホームページ 6.08 9.76 
⑧学校を通して 7.00 11.23 
⑨行政を通して 6.00 9.63 

 小計 62.33 100.00 

f) 特定層の参加に力をいれること 回答平均値 ウェイト 
①主婦の参加に力を入れていること 9.25 30.08 
②子どもの参加に力を入れていること 6.42 20.87 
③現役世代の参加に力を入れていること 7.58 24.66 
④高齢者世代の参加に力をいれていること 7.50 24.39 
合計 30.75 100.00 

g) 役員や地域性 回答平均値 ウェイト 
①自治会会議の場が活発であること 8.75 30.00 
②役員の活動への参加率が高いこと 8.42 28.86 
③若年層が役員となり活動に参加していること 6.92 23.71 
④過去にその地域で災害経験があること 5.08 17.43 

 小計 29.17 100.00 

h) 活動全般の取り組み状況 回答平均値 ウェイト 
①大掛かりな活動（防災訓練等）が毎年行われていること 9.00 16.14 
②日常的に少人数でも実施できる活動が行われていること 7.00 12.56 
③定期的に行うことが望ましい活動が行われていること 8.42 15.10 
④大掛かりな活動の参加率が高いこと 7.75 13.90 
⑤日常的に少人数でも実施できる活動の参加率が高いこと 7.58 13.60 
⑥定期的に行うことが望ましい活動の参加率が高いこと 7.92 14.20 
⑦防災以外の自治会活動の参加率が高いこと 8.08 14.50 

 小計 55.75 100.00 
   
i) 総合評価（上記8要因の比較評価） 回答平均値 ウェイト 
①組織体制の構築 9.45 14.78 
②自治会活動の内容 8.25 12.90 
③自主防災活動の内容 9.33 14.60 
④外部との連携 7.91 12.37 
⑤広報活動 7.45 11.66 
⑥特定層の参加に力を入れること 5.45 8.53 
⑦役員や地域性 8.45 13.22 
⑧活動全般の取り組み状況 7.64 11.94 

 合計 63.95 100.00 

 
 ：要因 i の項目 j の重要度に関する回答の平均値 
 ：要因 i に属する項目数 
なお，8種類の要因間についても式 1 と全く同様に100 
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点満点となるなるように点数換算を行った．このように

して算出された，各取り組み内容･状況項目の重要度に

関するウェイト付けの結果を表2に示す． 
 

取組内容･状況項目のウェイト付けに基づく考察

組織体制

まず，優良団体から見て組織体制に関する項目はどの

ように評価されているか見ていく．最も評価が高かった

項目は，｢活動内容を毎年検討し直すこと｣である．昔

から行われている活動を繰り返すことも重要な一面はあ

るが，その時代に合わせて行うべき活動を考えることが

重要であるという表れだと考えられる．また，同じ活動

を繰り返すことが活動の形骸化につながり，結果として

住民の参加率の減少にもつながっていくため，優先すべ

き事項と言える．一方，活動資金のひとつとなる｢行政

からの助成金の受給｣に関しては，最も低評価であった．

自治体によって補助金や助成金の額や形式は異なるため，

重要であってもそればかりに頼っていては運営できない

ことが考えられる．会費や資源回収など自治会独自の活

動で収入を得るなど，行政に頼らない運営も重視される． 
自治会活動の内容

防災以外の自治会活動についての取り組みを見ていく

と，｢地域のお祭りの運営｣及び｢防犯活動｣のウェイト

が大きくなっている．子どもから高齢者まで関わりやす

く参加もしやすい地域の祭りで，つながりをつくること

が自治会を維持していく重要な役割であると考えられる． 
また，防犯活動については，｢自主防犯組織｣の役割

を自治会が兼ねている場合が多いため，自治会として地

域を守ることは自主防災とともに重要な役割であること

から，高いウェイトを示したのではないかと考えられる．

しかし，｢レクリエーション活動｣及び｢資源回収｣につ

いては，小さなウェイトとなった．レクリエーションに

関しては，地域における子どもの減少の影響や，時間の

都合をつけて行うことの難しさが窺える．資源回収につ

いては，新聞をとること世帯が減っていると考えられる

ため，そうした活動を優先して行うことは必要ないとい

う評価であったと推察され，社会情勢の変化が関係して

いるとも考えられる． 
自主防災活動の内容

ウェイトが大きくなった項目として｢初期消火訓練｣，

｢避難訓練｣，｢高齢者の見回り活動｣が挙げられる．初

期消火訓練や避難訓練などは住民を巻き込み行う，自主

防災活動の中でも最も大きな活動と言える．また，参加

者も他の活動と比較して多くなることが予想される．そ

の上，こうした訓練を通して防災意識の向上を図る内容

を取り入れることや避難場所・避難所の確認なども含め，

一度に多くのことを取り入れてできる．そのため，自主

防災活動の中でも最も重視すべき活動であると言える． 
外部との連携

これまで見てきた他の要因と比較すると，一つひとつ

の項目が，比較的均等に差がつく結果となった．その中

でウェイトが大きかった｢行政 市区等 ｣及び｢消防署｣

はどちらも行政機関である．自主防災活動の取り組み内

容に関する結果では，行政主催のイベントの促進が最も

小さなウェイトとなっていたが，あくまで自主防災組織

が中心となり，運営している活動を行う際には，行政機

関との連携が重要であるということが考えられる． 
広報活動

｢掲示板｣が最も大きなウェイトとなった．掲示板は

昔から用いられている手段であり，その手軽さもあるが，

住民の目が向く所に長期間情報を載せておける利点があ

り，時間帯を選ばなくても生活している中で自然と情報

に触れる可能性が高い．その点が評価された結果である

と考えられる．一方，小さな値となった｢ホームペー

ジ｣，｢行政を通しての広報｣については，ホームページ

を作成する負担もさることながら，高齢者が多い組織で

は活動に関心があっても見ることが難しく，若年層でも

わざわざ自主防災組織のホームページを見るようにする

ことが難しいのかもしれない．行政に関しては住民にも

周知しやすいという可能性もあるが，当該自治体がどの

程度協力してくれるのかに左右される上，自主防災組織

が多くある中で特定の組織の活動について広報してもら

うことが難しいという事情も窺える． 
参加対象

最も大きなウェイトとなったのが，主婦層の参加であ

る．齋藤ら8)の研究でも，女性，特に主婦の方の参加に

注目している組織が多かった．平日日中に在宅している

可能性の高さ，そうした時に災害が発生した場合に対応

しなくてはならないという危機意識，そして，災害が発 
生してしまった場合の避難所運営や炊き出しなど，女性

だからこそ目が行き届く活動も重視された結果であると

考えられる．そして，最もウェイトが小さかったのは，

｢子ども｣である．事前には｢子どもを介したつながり｣

は重要と予想していたが，結果的にはそのウェイトは他

の項目と比較してそれほど大きな値とはならなかった．

この理由としては，｢災害発生時に活動するために重要

なもの｣と｢平常時に防災に関心を持ってもらうために

重要なもの｣では対象が異なり，子どもの参加自体は後

者に含まれるものと解釈されていることが考えられる． 
役員や地域性

｢会議の場の活発さ｣が最も大きなウェイトとなった．

この件に関しては齋藤ら8)が，役員それぞれが思ってい

ることを言い合える環境を築いていることが重要と指摘

していた点であるが，役員の中で指示を待つ関係ではな

く，ある程度役員としての自覚を持って災害発生時に活

動するためには，日頃のこうした会議の場の積極性がこ

の調査でも重視されたのではないかと考えられる． 
取り組みの効果

自主防災活動に関して．実施率やその効果についてみ

ていくと，c)の自主防災活動の取り組み内容に関するの

結果でも初期消火訓練，避難訓練という大掛かりな訓練

のウェイトが大きかったが，ここでも｢大掛かりな訓練

が毎年行われていること｣のウェイトが大きくなってい

ることが言える．このことから，訓練の継続性は災害発

生時に備えて非常に重要と考えられていることがわかる． 
 
 
４．ひたちなか市の各自主防災会の活動実態調査
 

ここでは，本研究での定量的評価の主たる対象である

ひたちなか市内の各自主防災組織おける日頃の取り組み

内容・状況の実態に関する調査の概要とその結果を示す．

まずは，各組織の活動状況の傾向について検討すること

とし，活動度の定量的評価については次章で記述する． 
 

調査の概要

で述べた方針に従い，自主防災組織の活動実態を

把握するとともに，各組織の活動度の定量的評価の対象

とすべく，茨城県ひたちなか市内の自主防災組織代表者

へのアンケート調査を実施した． 
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なお，ひたちなか市では自主防災組織は，自治会単位

で結成され，｢自主防災会｣と称されている．以下では

自主防災会を含めて自治会活動やその組織全体を指すと

きには｢自治会｣と表記し，自主防災活動やその活動主

体としての意味に特化する場合には｢自主防災会｣と表

記することとする． 
この調査では，活動主体自身による自己評価としての

自主防災活動の現状の実態把握ための設問とともに，東

日本大震災時の活動状況についても尋ねた．本調査の概

要を表3に示す． 
以下では，表2の評価項目から特に，c)自主防災活動

の内容，d)外部との連携，e)広報活動，f)特定層の参加

に力を入れること，に関してひたちなか市の自主防災会

の活動状況の実態を概観する．また，参考情報として東

日本大震災時の活動状況やそれ以前の活動内容に関する

結果も併せて示す． 
 

自主防災活動の内容

まず，自主防災活動の実施状況を見たものが図1であ

る．避難訓練が80％以上の自主防災会で実施されてい

る．このことから，自主防災会として，最低限の自主防

災活動は実施している割合が高いことも言える．また，

｢行政主催のイベント｣についても60％近くの自主防災

会で実施されている．これら2つの取り組みの共通点と

して，行政とのかかわりが関係していると考えられる 
反対に役員による訪問を行っている自主防災会は少な

く，20％以下となっている．個人で訪問しなければな

らず負担がかかる活動であることから，取り組んでいる

自主防災会が少ないのではないかと推察される． 
 

外部との連携

最も選択率が高かったものは｢市役所 各種申請手続

き ｣である．ひたちなか市では，｢安全安心のまちづく

り補助金｣や年1回の総合防災訓練の実施，さらには定

期的に自治会の代表者を集めてのリーダー研修会などを

実施している．そうしたことから市役所と関わる機会が

多いことから，このような結果の理由と考えられる． 
一方，｢NPO団体｣及び｢民間企業｣との回答は皆無だ

った．特にNPO団体に関しては，元々ひたちなか市内

にはNPO団体の数が少ないことが理由と考えられる．

現在，ひたちなか市が所管するNPO団体の数は公開さ

れているもので24団体にとどまり，その中の何団体が

自主防災活動に関して取り組んでいるのか実態は不明で

ある．自主防災会とNPO団体との間で関わりが持たれ

れば活動の視野が広がる可能性もあるが，現在のひたち

なか市においては，そこまでの環境には至っていなかっ

たとも考えられる． 
 

広報活動

広報活動としてどのような活動が日々行われているか

を見たものが図2である．ここでは，8割近くの自主防

災会が｢回覧板｣による活動の広報を実施している．回

覧板は，ひたちなか市に限ったことではなく，昔から行

われてきた手法であるため，自主防災活動に限らず地域

の情報を載せるものとして，用いられ続けられていると

考えられる． 
続いて多いのは｢独自の広報紙の作成｣であった．ひ

たちなか市からの広報などを配布するだけでは防災に関

する情報を伝える点では不足していると考えられる．そ

のため，｢自治会便りなどを作成し自主防災活動を伝え 

表３ 自主防災組織へのアンケート調査の概要

調査対象 ひたちなか市内の自主防災会（自治会）代表者 

調査方法 
 ひたちなか市のリーダー研修会で調査票を配布 
 回答票を郵送回収 

実施期間 2015年 11月 5日～11月 16日 
配布数 83票 
回収数（率） 52票（63%） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図１ 自主防災活動の実施状況(N=52; M.A.) 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図２ 広報活動の実施状況（N=52; M.A.） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図３ 東日本大震災に際して行った活動（N=52; M.A.） 

 
る取り組みをしている｣といった記述も調査票の自由回

答欄に見られた． 
 

特定層の参加に力を入れること

自主防災活動を行う上で，子ども，女性，現役世代，

高齢者について，特に力を入れて参加促進のための働き

かけを行っているか質問した．その結果，どの対象に関

しても30％ほどの自主防災会が力を入れて参加を促そ

うとしていることが明らかとなった． 
さらに，実際の参加状況との関係を見ると，子どもの

場合は参加促進の働きかけを行って場合のほうが｢子ど  
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図４ 従前から実施し震災時に役立った活動（N=52; M.A.） 

 
もの参加が多い｣とする関係が見られた．その理由とし

て，他と比較した場合，学校や子ども会など明確に参加

を促せる場があることが関係していると考えられる． 
 

東日本大震災時の活動

まず，震災時に自主防災会の動きについて取り組んだ

活動から把握していく．図3は，東日本大震災時に自主

防災会として取り組んだ活動についてまとめたものであ

る．ここから，｢飲料水の配布｣が最も実施されていた

ことがわかった．この点については，本調査の実施に先

立ち2015年6月26日にひたちなか市生活安全課担当者に

対し実施したヒアリング調査でも，井戸水が出る自宅か

ら提供を受けて配布した例や，非常用の水の配布を自主

防災会が中心となって実施したということが聞かれた．

水道が止まっている地域が多かったため，被害の大きさ

によらず，実施していたと考えられる．一方，自主防災

会の活動を｢行っていない｣と回答した自主防災会にお

いても，｢何もできなかった｣とか｢民生委員任せになっ

てしまった｣との回答があり，自主防災活動が全く不必

要だった地域は少なかったものと見られる． 
 

震災以前に行っていた活動で役立った活動

震災時の活動について，ほぼ全ての自主防災会で何か

しらの活動を行っていたことが確認できた．そこで，そ

の震災時の活動には従前のどのような活動内容が生かさ

れたのかをまとめたものが図4である．｢避難訓練｣及び

｢要支援者｣の選択率が高かった．現在の状態から考え

ると，自主防災活動として，避難訓練が最も取り組まれ

ていることからこのような結果になったと思われる．避

難訓練は自主防災活動の基本であるため，災害時に役立

つようにしていくことが求められる． 
 
 
５．ひたちなか市自主防災会の活動度評価
 

ここでは，4.で把握したひたちなか市内の各自主防災

組織における日頃の取り組み内容・状況の実態に対して，

3.で同定した各取り組み内容・状況の重要度ウェイトを

用いて各組織の活動度の定量的評価を算定する方法を示

し，さらに，その結果について考察する． 
 

自主防災組織活動度の定量的評価の算出

では，東京都内の優良活動団体の代表者に，自主

防災活動に関する取り組み内容や状況の各項目 表2参
照 について0～10点の11段階で重要度を評価してもら

った． 

これに対して，ひたちなか市の自主防災会へのアンケ

ート調査では，表2と同一の評価項目について，各項目

の重要度ではなく，当該自主防災会における取り組みの

有無やその程度を尋ねた．その際，各項目に関する回答

は 0.0, 1.0 の区間に分布するスケール尺度として換算

できるよう回答方法や選択肢を設定した．その最も単純

な例は｢初期消火訓練を行っているか？｣との質問への

回答が｢行っている｣なら1，｢行っていない｣なら0とい

うダミーデータ形式である．ただし今回の調査では，な

るべく0と1の間にも数量的な根拠に基づいて回答値を

分布させられるよう工夫に努めた．例えば，自治会の会

議頻度に関する設問には， 1週間に1回以上, 1ヶ月に2
回以上, 1ヶ月に1回以上, 2ヶ月に1回, イベントの前の

み という選択肢を用意したが，この中で最も頻度の高

い｢週1回以上｣に1.0を割り当て，以下は基本的にこの頻

度に比例させる形で｢月2回以上｣は0.5，｢月1回以上｣は

0.25，｢2ヶ月に1回｣は0.125とし，｢イベントの前のみ｣

は頻度としてはほぼ皆無に等しいと判断し0.0を割り当

てた． 
このような回答選択肢上の工夫とその後の数量化の処

理によって，ひたちなか市自主防災会アンケートへの回

答のうち表2の各項目については，いずれも 0.0, 1.0 の

区間に分布するスケール尺度値またはダミー変数に変換

された 以下これを｢変換値｣と言う ． 
そして，この各項目の変換値に で算出した各項目

のウェイト 表2 を乗じた上で，同一の要因ごとにその

総和を算出し，これをその要因に関する｢評価値｣とし

て扱うこととした．つまり，自主防災会 l の要因 i に関

する評価値 Vliは式 2 で表される． 
 

2  
 
 ：要因 i の項目 j に関するウェイト 
 ：自主防災会 l の要因 i の項目 j に関する変換値 
 ：要因 i に属する項目数 
 
ここで，要因 i における wijの総和が100であり，変換値

clij は区間 0, 1 で分布することから，この評価値 Vli は

0, 100 の区間内に分布する値となる． 
この式 2 によって，アンケートに回答した各自主防

災会について，8種類の要因ごとに100点を満点とする

評価値の算出を行った．つまり，各自主防災会には要素

数8のベクトルが与えられたことになる．これによって，

個別の自主防災会ごとに，そこではどのような取り組み

項目に課題や不足があるのかを具体的に把握することが

可能となった． 
ただし，15の自主防災会については，欠損値の影響

で一部の評価値が算出不能となった．以下では，8種類

の要因全ての評価値が算出できた37の自主防災会を対

象に検討していく． 
また， でも述べた通り，本調査では回答者に8

種類の要因間について重要度の相対評価を行ってもらい，

そのウェイトも算出されている 表2 ため，式 2 を準

用することで，8種類の要素ごとの評価値を一次元化し

た｢総合評価値｣を算出できる．この総合評価値を37の
自主防災会について算出した結果を図5に示す．ただし，

図5では総合評価値が降順にソートされて示されており，

また，項目名については，個別の結果に対応する自主防

災会名を秘匿するために，その具体的名称やコード値で

はなく，単にソートによる順位が表示されている．  

2
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図５ 自主防災会別の「総合評価値」の分布 

 
評価値ベクトルによるクラスター分析

ひたちなか市の各自主防災会をその活動度の評価結果

の面から類型化すべく，各自主防災会の8種類の要因ご

との評価値からなるベクトルを用いて，ward 法による

クラスター分析を行った．その結果のデンドログラムを

図6に示す．なお，図6及びこれ以降は，分析の対象と

なった自主防災会の具体名は秘匿し，その代替として図

6のデンドログラムの項目名の部分は，このクラスター

分析によって分類された各群を示すアルファベットと，

自主防災会別の｢総合評価値｣の順位値 図5 を組み合わ

せた記号で示している． 
同一分類内での類似性と分類の総数のバランスを検討

した結果，図5中の青色の縦線をカットラインとしてａ

～ｊの10ブロックに分類することにした．同一ブロッ

ク内で最も多い項目 自主防災会 数はａブロックの9項
目であり，ｅ，ｇ，ｊの各ブロックは最少の1項目のみ

で構成されている．その他の各ブロックにはそれぞれ3
～7項目が属している． 
 

活動度評価結果の傾向

クラスター分析の結果に基づき，10個のブロックご

とに各自主防災会の8種類の要因に関する評価値をレー

ダーチャートとして示したものが図7である．以下，ブ

ロックごとに各要因に関する評価結果の傾向について見

ていく． 
ａブロック

これを見ると，他の項目に比べ｢自治会活動への取り

組み｣がどの組織においても高い値となる傾向が読み取

れる．また｢地域性｣及び｢外部連携｣に関する評価も他

の項目と比較して近い値となっていることが見て取れる．

しかし一方で，｢参加対象｣は低い値を示している．a17
以外は0であるため，どの自主防災会も参加を促す取り 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図６ 各自主防災会の8種類の要因別の評価値によるクラス

ター分析のデンドログラム 
 
組みには特に力を入れていないことが考えられる．｢組

織体制｣に関しては非常にばらつきが大きい． 
つまり，このａブロックに分類された自治会は，自治

会活動は取り組めている傾向が強く，その一方では，特

定層に力を入れて行っていない傾向が強い．そのため，

全体としては，女性や子どもなど特定の対象を促す取り

組みを行うための工夫が必要であると言える． 
ｂブロック

共通事項としては，ａブロック同様に自治会活動には

優れていることがわかる． 
しかし，それと比較し，b7の防災活動への取り組み

の高さを除けば，他の項目全般が低くなっている．特に，

｢参加対象｣及び｢活動の効果｣に関しては，非常に低く

なっている．自主防災活動への取り組みをあまり行って

いないことから，そうした活動の頻度や参加者数という

効果が低くなっていることが考えられる．b7について

は，自主防災活動に非常に積極的に取り組んでいること

が見てわかる． 
ｃブロック

特別高い項目が見受けられず，全体として評価が低い

ということができる．そして，その中でも，自治会活動

に関する評価は高い傾向を示すものの，防災活動の評価

と大きな差が出ている． 
このことから，自主防災活動の取り組みに対しての改

善も求められるが，全体として評価が低いため，優良団

体のウェイトで重要度が大きかった組織体制に関する部

分など，基盤を見直すことが先決であると考えられる．  
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図７ クラスター分析による類型別活動度評価結果 

 
ｄブロック

これによると，全体の傾向として，自治会活動への取

り組みは非常に評価が高くなっているが，｢広報活動｣

｢参加対象｣については評価が低くなっている．地域性

に関しては，高いということはできないが，他のブロッ

クと比較すれば，やや高い傾向にある．また，その他の

項目についてはばらつきが見られる． 
これらから，まずは，広報活動に力を入れていくべき

であると考えられる．そのためには，参加を促す対象を

明確にして力を入れていくことが必要である．その上で， 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
自主防災活動の内容充実に力を入れることが必要である． 

ｅブロック

このブロックは1自主防災会のみで構成されており，

｢自治会活動の取り組み｣及び｢自主防災活動の取り組

み｣については，非常に高い評価値となっていることが

明らかである．いずれも様々な種類の活動に取り組んで

いることは評価できる点ではある．しかし，｢組織体

制｣｢参加対象｣が低い値を示している．組織体制に関し

ては，優良団体によるウェイト付けの結果，最も高かっ

た｢活動内容を毎年検討し直すこと｣がこの自治会では

｢5年に1度｣となっているため，それが大きく影響して

いると考えられる．また，特定の参加者を促すような取

り組みには特に力を入れておらず，アンケートの回答の

参加者の割合としても高齢者が6割以上を占める結果と

なっている． 
そうした現状も含めて考えると，自主防災活動に毎年

取り組む中でも，改善をしながら時代に合わせた内容面

での充実，そして，女性や子ども，若年層などの参加を

促す内容とすることが重要であることが示唆される． 
ｆブロック

自治会数も多いため全体としてみるとばらつきがある．

その中でも，全自治会が｢参加対象｣については評価が

高くなっている．また，不十分な点としては，｢広報活
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動｣が挙げられる．本研究では｢子ども｣，｢女性｣，｢現

役世代｣，｢高齢者｣の4つの対象についてその促進に力

を入れた取り組みをしているか否かを尋ねたが，どの自

治会でもこのうち少なくとも3対象には具体的な取り組

みを行っていた．このことから，こうした対象を明確に

した活動に力を入れつつも，現在，あまり実施できてい

ない広報活動に力を入れる必要がある．特に，優良活動

団体からのウェイト付けで評価の高かった｢掲示板を使

った活動｣に関しては，どの自治会も取り組んでいない

ため，これを活用することも有用と思われる． 
ｇブロック

ｇブロックはｅブロックと同様に，1自主防災会のみ

での構成となった．レーダーチャートを見てみると，

｢自治会活動の取り組み｣，｢自主防災活動の取り組み｣，

｢参加対象｣の分類は非常に高い評価となっている．

様々な活動に取り組みながら，女性向け講習会の実施や

子ども会での呼びかけなど，幅広くから参加者を集める

ための活動に取り組んでいる． 
しかし，そうした活動の頻度が少ないことや参加率が

あまりよくない．自治会活動の参加率においては，約2
割程度である．同時に広報活動等も低くなっていること

から，参加者を集めるための広報活動により工夫が必要

であると見られる．そのためにも，たとえば役員会議の

場の議論の活発さなどが関係してくるため，議論の進め

方など意見が活発に出し合える場作りにも取り組む必要

がある． 
ｈブロック

ここに分類された3つの自主防災会は｢自治会活動の

取り組み｣において高く評価されており，互いに似た傾

向がある．一方で，三者とも｢自主防災活動の取り組

み｣に関してはあまり高くはなっていない．その他はば

らつきが見られる． 
例えば自治会活動で自主防災活動を促す，連携をとる

に当たって，防災関連から始めるより，点数が高い自治

会活動の取り組みで何か連携実績を作っていから，防災

でも始めるなど，強みを生かしていくことが求められる． 
ｉブロック

ｉブロックでは，全体として他のブロックと比べると

秀でて高い評価となる傾向となるものが見られない．そ

の中では，｢地域性｣について高い傾向を示しているが，

全体としては，どこの分野においても改善すべき点が多

いと見ることができる．特に，｢広報活動｣の評価が低

くなっており，最優先して取り組む必要があると考えら

れる． 
ｊブロック

ｊブロックでは，｢自治会活動｣及び｢参加対象｣に関

しては非常に高い評価を受けていることが明らかである．

その一方で，｢広報活動｣や｢外部連携｣が低くなってお

り，最も改善が必要であると考えられる．そのため，

様々な世代が目を向けられる場所においての掲示板の設

置などを行い，現在の子どもや現役世代などの対象を絞

った活動にさらに参加してもらうことに重点を置き，や

り方を変えていく必要がある．また，優良団体のウェイ

ト付けの結果が高かった消防署との連携が行われていな

いため，そうした外部からの情報を得て，相談をしなが

ら進めていくことに積極的に取り組む必要がある． 
 
 
６．結論と今後の課題
 

本研究の結論

本研究では，主として，自主防災組織の活動度の定量

的な評価手法を開発し，その提案手法を用いて実際に茨

城県ひたちなか市内の自主防災会を対象に評価を試みた． 
その自主防災組織の活動度の評価手法を開発する過程

において，自主防災活動で重要と考えられた取り組みや

要因に対しての重要度のウェイト付けが図られ，自主防

災活動を行う際に重点をおくべき項目を示すことができ

た． 
また，そのウェイト付けを使って，実際の自主防災組

織の活動度を数値として評価するだけでなく，現状から

不十分な点や今後の改善していくべき点を，一般論とし

てではなく，組織の実情に即して提示することができる

手法を構築することができた．今回の場合は，茨城県ひ

たちなか市にあたるが，実際にレーダーチャートで示し

たように，視覚的にどの活動が不足と判定され，どれが

十分かということが自主防災組織ごとにわかるようにな

っている．そのため，その組織ごとに不足している部分

で特に何を変え，何を実施すべきなのか，ということを

ウェイトに基づいて判定することにもつなげられた． 
これらにより，既往研究では不足していた，組織ごと

の活動度評価を行い，各組織に合わせて改善することの

判断材料として用いることの実現可能性を示した． 

今後の課題

本研究で開発した自主防災組織の活動度評価手法は，

齋藤ら8)の研究の知見を踏まえて作成した．そのため，

自主防災活動を行う上で，どこの地域においても評価で

きることを前提にして作成した．しかし，それぞれの地

域性，たとえば，津波の危険性が考えられる地域で自主

防災活動として重要な取り組みなどがあるとするならば，

今回の活動度評価手法では不足する部分が出てくる． 
本調査では，ひたちなか市を例として調査したが，共

通して自主防災活動の評価ができる部分はあるものの，

地域特有の課題や取り組みを反映させることはできなか

った．そのため，評価手法の改善や，その評価手法を補

助するべきツールの開発なども必要であると考える． 
さらに，本研究においては，ひたちなか市を取り上げ

て行ったが，単一の市町村の中に限定するのではなく，

様々な地域で活動度評価を行うことによって，活動度評

価結果のパターンなどが見えてくる可能性がある．そう

なると，本研究でのクラスター分析ではあまり検討でき

なかった，ブロックごとに活動度評価以外の部分での特

徴等も把握できるようになることが期待される． 
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補注
 

 ここで，本研究での定量的評価の主たる対象は，b)調査で

対象とする各自主防災組織である． 
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